
■報告書で引用された各種経済データについて

　報告書を取りまとめるにあたって参考とした各種経済データについて、江田憲司代

表代行（アベノミクス検証委・委員長）より、次のような説明がありました。

1. 実質賃金の低下
――2012年を100とした実質賃金が下がり続けて、5％近く減っている。それに

ともない世帯消費が低下し、10ポイント近く減っている。



2. 年代別の貯蓄ゼロ世帯の割合
――年代別の貯蓄ゼロ世帯の割合、とくに若い世代、20代・30代は、2012年と

比べて1.5倍から2倍近く貯蓄ゼロ世帯が増えている。これは如実に格差の広がり

みたいなものを象徴している。



3. 純金融資産保有額が1億円以上の世帯数と資産額の推移
――2011年からのデータでは、世帯数で1.64倍、資産額で1.77倍まで増えてい

る。またミリオネア（所得が1億円以上の億万長者）の人数も、 2012年の1万

3609人が、2019年にはほぼ1万人増えて、2万3550人となっている。



4. 潜在成長率の低下
――結局、潜在成長率というのは、中長期的な日本経済成長の実力を示すもの。

もうこれがゼロ、成長しないんだと。これは日銀の統計ですが証明されている。

2019年にはゼロ近くまで落ち込み、このグラフには入っていないが、2020年に

は、リーマンショック以降10年ぶりにマイナスになった。



5. ジニ係数
――ジニ係数の改善、すなわち分配による格差是正がどのくらい進んだか、とい

う国際比較を見ても、欧米と比べ日本は極端に改善率が低い。OECD諸国平均で

見ても、4分の3から3分の2程度低いということで、格差是正が全然進んでない。



6. 研究開発力
――成長戦略の中で、よく言われる研究開発力、これは国立大学が担う役割が大

きいものだが、これは運営費交付金というものがどんどん減らされてきて、結果

的に研究開発に充てられる分がどんどん減っている。一方で、競争的資金という

のがどんどん伸びており、その申請手続きに研究者の皆さんの手間暇がとられて

いる。日本の研究開発力が諸外国と比較してどんどん低下しており、先駆的な論

文の本数にしろ、その引用数にしろ、どんどん下がっている。



7. 株主偏重と企業の内部留保増
――株主資本主義、というか米国流の株主偏重。ガバナンス改革と称して導入し

た結果、このように明らかに配当額がぐっと上がっている。にも関わらず、従業

員の給与はもう横ばいというか、増えていない。結果、内部留保は、ここでは

2018年の数字が引用されているが、直近では475兆円で、戦後最高となってい

る。



8. 労働分配率
――労働分配率は、まさに賃金を反映するものだが、これは大企業ほど分配率が

低い。大企業ほど将来を見込んだ設備投資もせず、従業員の給与も上げず、貯め

込んでいる。そして株主偏重の改革の結果、配当はどんどん増やしている。こう

いうことを是正していくのも、われわれ立憲民主党の責任だ。
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